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研究成果の概要（和文）：主に生産性に着目して、日本企業の国内立地パターンをミクロ計量実

証分析した。特に、工業統計の事業所ミクロ・データを用いて、日本の 1980 年代における

工業再配置政策が、過密な中核から周辺地域へと工場の移転に有効であったものの、生産性

の分布にも影響を与えたと見られることなどを見出した。一連の研究論文により、平均や分

散では把握し切れない歪みなどの分布情報が、生産性と企業立地の関係の分析に重要である

ことを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：We empirically analyze firm’s location patterns in Japan with special 

emphasis on productivity. Our econometric analysis of plant-level data derived from manufacturing 
census shows that industrial relocation policies in the 1980s were effective in relocating plants out of 
congested core regions to peripheral regions but affected productivity distributions of plants. We find 
that distributional information not captured by mean or dispersion, such as skewness, is critical for 
understanding the relation between productivity and plant locations. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）経済学では、本研究申請の前年にノー

ベル経済学賞を受賞した Krugman らが中心

となって 1980 年代から開拓した New 

Economic Geography が、企業の立地パターン

の分析を国際貿易理論と統合した。しかし、

そこで導入された貿易理論は産業レベルに

着目するもので、同じ産業に属する企業間の

違いは捨象されていた。これに対し、貿易理

論においては、企業の異質性に着目する“New 

New Trade Theory”と呼ばれる一連の新しい

モデルが今世紀に入ってから Antràs や
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Melitz らによって構築された（Antràs and 

Helpman (2004) Journal of Political Economy, 

Melitz (2003) Econometrica など）。こうした

Firm Heterogeneity Model は、近年 Richard 

Baldwin らによって New Economic Geography

と理論面で結び付けられ始めている。例えば、

本申請の研究分担者を共著者とする Baldwin, 

Richard, and Okubo, Toshihiro (2006) 

“Heterogeneous firms, agglomeration and 

economic geography: spatial selection and 

sorting,” Journal of Economic Geography 6, 

pp.323-346 は、重要な政策的インプリケーシ

ョンを含むものである。特に、補助金によっ

て企業を産業集積地域から域外に誘導しよ

うとする政策は、生産性が低い企業を対象と

してしまい生産性の地域格差に悪影響を及

ぼすとの指摘は、今後の地域経済政策を考え

る上で注目すべきものである。しかし、New 

Economic Geography に お け る Firm 

Heterogeneity Model の研究は、本研究着手当

時において、専ら新たな理論モデルの構築に

集中し、実証研究は未だ本格化していない状

況にあった。 

（２）他方、日本においては、近年、経済格

差に注目が集まる中で、地域格差にも関心が

高まっている。この問題は、輸入の増加、生

産拠点の海外移転等を通じて、グローバル化

との関連が今日では無視できない。 

しかし、グローバル化が本格化する以前の

時期に、日本では、国土の均衡ある発展、大

都市の過密緩和、地方への産業誘致等を目指

して、テクノポリスを始めとした積極的な工

業再配置政策が展開されていた。こうした一

連の政策については、今後の政策立案にとっ

て有益な情報が含まれていると考えられる

にも関わらず、その効果の検証は十分に行わ

れていない。グローバル化の進展で日本国内

の地域への企業誘致が厳しさを増す中で、か

つての工業再配置政策の影響を今日的な視

点から振り返ることが重要となっている。 

 
２．研究の目的 

（１）「１」に述べた背景をふまえ、日本の

「工業統計」個票データから事業所レベルの

ミクロ・データベースを整備し、工業再配置

政策の効果を定量的に検証することを本研

究の主たる目的とした。 

（２）実証分析に当たっては、データの制約

の範囲内ではあるものの、Firm Heterogeneity 

Model による New Economic Geography の理

論研究の成果を極力反映させることに留意

した。特に、Baldwin and Okubo (2006) Journal 

of Economic Geographyで提示された理論仮説

（企業立地を平準化させようとする政策は

かえって生産性の地域格差を拡大させるか）

が日本のかつての工業再配置政策について

成立するかを実証分析することを主眼とし

た。地域を政府が明示的にあらかじめ指定す

る政策は近年減ってきており、また、工業統

計の個票データは 1970 年代頃までしか遡れ

ないというデータ制約もあり、テクノポリス、

頭脳立地等の政策が種々積極的に講じられ

た 1980 年代を今回の分析の中心とした。 

（３）更に、今回の研究の過程で整備された

工業統計事業所ミクロ・データベースを用い

て、Firm Heterogeneity Model による New 

Economic Geography で注目されている事業所

間における生産性のバラツキについて、平均

値では知り得ない分布情報も記述統計的に

整理して分析を加えた。大都市圏に立地する

事業所が単に平均的に生産性水準が高いと

いう既知の事実の確認にとどまらず、分散や

歪度といった高度のモーメント情報によっ

て分布の形状が全国平均とどう異なるのか

をも明らかにすることを目指した。 

 今回の分析対象は、政策対象地域、大都市



圏とそれ以外の地域の対比であり、工業統計

の調査対象の制約もあって、海外立地は含ま

ない国内地域に限定される。理論モデルが国

内立地を念頭に置いているので実証分析と

の齟齬はないとはいえ、計量分析結果の解釈、

特に日本にとっての政策的含意の抽出に当

たっては、その後のグローバル化の進展が与

えた影響にも考慮しつつ検討を加えること

とした。 

 

３．研究の方法 

（１）まず、本研究で用いる事業所ミクロ統

計データベースの整備を中心に研究作業を

進めた。具体的には、経済産業省「工業統計」

の個票データを正式の手続きに則って利用

できる環境を確保した。利用承認を受けた個

票データについては、研究代表者と研究分担

者が各々厳重に管理して分析に用いた。その

際、同じ企業に属する他の事業所の立地は影

響が無視できないことから、事業所データの

中から、複数の事業所を有する企業に属する

事業所と、当該企業に唯一の事業所を区分す

ることとした。 

 事業所データの分析に当たっては、地域間

での平均の比較にとどまらず、ミクロ・デー

タの利点を活かして、事業所間の分布情報を

用いることに特に留意した。具体的には、分

散や歪度等の高度のモーメントを比較した

他、ガンマ分布を仮定してパラメータの推定

も行うこととした。 

また、工業統計で調査対象となっている変

数だけでは十分な分析を行うことができな

いことから、別途一般に公開されている関連

した都道府県レベルの集計データ（人口、人

口密度、所得等）を収集し、工業統計ミクロ・

データと統合的に利用できるようデータベ

ースを整備し、計量分析に用いることとした。 

（２）次いで、分析対象とする政策について、

実施時期、対象地域を整理し、ミクロ・デー

タベースとリンクさせることとした。ただ、

指定地域が市町村よりも細かい場合には、統

計データ情報公開の制約（事業所の市町村コ

ードは利用できたが、それ以上の詳細な所在

地情報は利用できなかったため）から分析の

精度には限界も残った。 

工場立地への影響を総体的にとらえるた

めに、工業の再配置を直接に目的としない政

策（学園都市）や長期にわたる政策（工業再

配置補助金、産炭地域振興）も当初は考察に

含める計画であったが、分析結果の焦点を強

調するため、最終的には。テクノポリスと頭

脳立地に絞り込むこととした。 

なお、標本期間については、工場の海外立

地が本格化する時期を工業統計で把握する

ことは不可能であること、工業統計個票デー

タの利用可能性を考え合わせて、1980 年代

までを分析対象とすることとした。 

また、このようなデータ作業と並行して、

政策的な問題意識については、純粋学術研究

にとどまることのないよう、経済産業省地域

経済グループとの意見交換を実施した。  

   

４．研究成果 

研究成果については、学術論文にまとめ、

国際査読学術誌への掲載を果たした。特に、

研究代表者と研究分担者の共著論文が、本研

究課題に直結した分野で国際的評価の高い

査読学術誌である Regional Science and Urban 

Economics と Regional Studies に掲載された。

また、並行して、研究代表者、研究分担者が、

各々、本研究に関連したテーマで研究を深め、

その成果を国際査読学術誌に公刊した。年度

ごとの成果については、以下の通りである。 

（１）初年度に当たる平成 22 年度において

は、まず、本研究で用いる工業統計事業所ミ

クロ統計データベースを整備した。 



 また、分析対象とする工業再配置政策（テ

クノポリス、頭脳立地等）について、一般公

開された資料をもとに、実施時期、対象地域

を整理し、ミクロ・データベースとリンクさ

せた。政策効果の分析と併せて、工業再配置

政策の一つの背景となる国内生産性格差に

ついて、工業の集積との関係で分析を加えた。 

 この他、本研究の中心テーマに密接に関連

する研究として、国内における工場立地に関

する理論的分析、日本企業の海外立地選択の

理論的・実証的分析にも並行して取り組み、

それぞれ論文として成果をとりまとめた。 

（２）本研究の初年度に収集・整備・加工し

た工業統計ミクロ・データの推定結果を、２

３年度には論文としてとりまとめた。特に、

工業再配置政策（特にテクノポリスと頭脳立

地）が事業所の立地に与えた影響を生産性に

注目して分析した研究代表者と研究分担者

の共著論文は、Regional Science and Urban 

Economics に掲載された。この論文の分析結

果によれば、これら政策は、事業所を中核・

集積・過密工業地域から周辺・地方に誘導す

ることには成功したものの、比較的生産性の

低い事業所の方が周辺に立地する傾向がわ

ずかながら観察され、国内における中核・周

辺間の生産性格差をむしろ拡大することと

なった面があることが明らかにされた。この

結論は、New Economic Geography の一部の理

論モデル（Baldwin and Okubo (2006) Journal of 

Economic Geography）が予測する仮説と整合

的である。因果関係の方向性の特定は難しい

とはいえ、ミクロ・データの活用により明ら

かになった事業所の生産性分布も用いて仮

説の検証を試みた。今日においても多くの

国々で講じられている地域の産業振興政策

にとって意味のある結論と解釈できる。 

 また、こうしたグローバル化が本格化する

以前の時代を扱う研究と平行して、日本企業

の最近の立地を分析する上で欠かせない海

外における立地パターンに関連して、日本企

業のミクロ・データを用いてアジアに立地す

る企業とその他地域（主に欧米先進国）に立

地する企業を比較すると生産性に有意な差

が見られることを見出した実証分析等につ

いても、論文にとりまとめて公刊した。 

（３）三年間の研究の最終年度に当たる平成

２４年度においては、これまでの研究成果を

論文にとりまとめることに重点を置いた。本

研究で当初から中心テーマとして設定して

いた企業立地と生産性の関係について、研究

代表者と研究分担者の共著論文としてまと

め、国際的査読誌掲載に至った。 

 Regional Studies に掲載された研究代表者と

研究分担者の共著論文は、企業（正確には事

業所）の生産性を工業統計のミクロ・データ

を用いてガンマ分布を推定するなど計量分

析し、これまで先行研究で繰り返し分析され

てきた１次・２次のモーメント（平均・分散）

ではとらえられない歪み（skewness）に着目

し、市場ポテンシャルなどの経済地理上の変

数との関係を探った。特に、周辺に比べて中

核となる大都市では、競争の激化により低生

産性の企業が淘汰されるだけでなく多様な

生産性の企業が共存できる面があることな

どを見出した。 

 この他、企業組織（複数の工場を持つ企業

の一事業所か企業にとって単一の事業所か

の選択、本社を事業所と同じ地点に立地させ

るか分離するかの選択、海外アウトソーシン

グする際に本社の組織構成をどう選ぶか）と

の関係を分析したのに加え、輸出（輸出企業

と非輸出企業の生産性を比較したプレミア

ム）との関係等についても分析に着手した。

本研究は、日本企業の国内立地を分析対象と

したものであったが、最終年度におけるこう

した分析への着手により、グローバル化時代



に適した研究につながったものと評価でき

る。 
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